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東海北陸厚生局は、富山県、石川県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県を管内としており、

管内人口は約1700万人で総人口の13.5％程度、管内面積は約3.7万㎢で国土面積の

10％程度となっています。

東海北陸厚生局は、厚生労働行政のうち、医療及び医療保険、健康、福祉、食品衛生、麻

薬取締、公的年金の記録管理などに関する法令に基づく許認可等の業務を行っています。

また、少子高齢化に対応するため、地域包括ケアや地域共生社会づくり、健康寿命延伸の

諸課題について、自治体、医療・福祉関係の団体・事業者、医療保険者の協力を受けつつ、

モデル事業推進等の手法を通じて支援しています。

さらに、南海トラフ地震対策中部圏戦略会議の構成員として防災・減災に取り組んでい

ます。

現在、東海北陸厚生局では、非常勤の職員を含めて270名程の職員が働いており、この

うち女性職員は40％程度となっています。ワークライフバランスを推進するとともに、障害

者の法定雇用率も達成するなど、性別や障害の有無、家族の育児・介護等の事情にかかわ

らず、働きやすい職場づくりを進めつつ、行政サービスの向上に取り組んでいます。

詳しくは、東海北陸厚生局ホームページ（表紙にURLとQRコードがあります。）をぜひ

ご覧ください。
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•　輸出食品取扱施設への立入検査等
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　年金指導課は、年金制度の円滑な事業運営のために、日本年金機構が厚生労働大臣の監督の下で行う、
事業主等に対する滞納処分や立入検査等の認可及びその結果報告に関する審査業務を行っています。

　厚生年金保険料等を納付期限までに納めていただけない事業所等に対しては、日本年金機構は督
促状を送付するとともに、電話などによる納付督励を行います。納付督励によって、完納の見込みが
立たない場合には、財産調査を行い、必要に応じ滞納処分（財産の差し押さえ・換価）を行います。滞
納処分には、あらかじめ厚生労働大臣の認可を受ける必要があり、東海北陸厚生局長は厚生労働大
臣からその権限を委任されています。

日本年金機構が行う滞納処分に係る認可について

　厚生年金保険・健康保険両制度への加入手続きを行わず、保険料の納付を免れている事業所（適
用調査対象事業所）には日本年金機構が加入指導等を実施しています。それでも加入手続きを行わ
ない事業所に対しては、立入検査を行い、被保険者の資格の有無の事実を確認し、必要に応じて、職
員の認定による加入手続きを実施しています。立入検査には、あらかじめ厚生労働大臣の認可を受け
る必要があり、東海北陸厚生局長は厚生労働大臣からその権限を委任されています。

日本年金機構が行う立入検査に係る認可について

東海北陸地方社会保険医療協議会とは
　社会保険医療協議会法に基づき設置され、保険
医療機関等の指定及び指定の取消し並びに保険医
等の登録の取消しについて審議を行う厚生労働大
臣の諮問機関です。
　また、保険医療機関等の指定について審議する
ため、管内６県それぞれに部会を設置しています。 東海北陸地方社会保険医療協議会総会の様子
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　年金に加入していた期間や保険料の納付など国が管理している年金記録が間違っていると、将来受け取
る年金額が少なくなってしまうことがあります。
　このため、年金記録が間違っていると思われる方は、年金記録の訂正請求をすることができます。
　年金審査課では、年金記録の訂正請求を受け、関係法人や行政機関などに対する調査や関連資料の収
集を行い、専門家により構成される東海北陸地方年金記録訂正審議会の審議結果に基づき、年金記録の
訂正(不訂正)決定を行っています。

〈令和５年度東海北陸地方年金記録訂正審議会総会の様子〉

　国は、国民年金に関する事務の一部を市町村に委託しており、一定の基準に基づき、市町村が行う国民年金に関
する事務に必要な費用を交付しています。

＜国民年金事務費交付金等＞

東海北陸地方年金記録訂正審議会とは
　年金記録の訂正請求事案のうち、東海北陸管内の年金事務所で直ちに訂正できなかった請求事案につい
て、中立的な立場で審議し、公平・公正な判断を行うために東海北陸厚生局に設置された、弁護士、税理士、社
会保険労務士、行政書士等の有識者で構成される会議です。
　東海北陸地方年金記録訂正審議会の下には、複数の部会が設置され、一つ一つの請求事案について、年金
記録を訂正すべきかどうかを審議して判断します。

＜年金委員＞

＜学生納付特例事務法人＞

•  国民年金事務費交付金等の審査

•  学生納付特例事務法人の指定等
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審理
　申請者、処分者の意見及び資料に基づき、「容認」、
「棄却」、「却下」の決定を行います。

取下
　審査請求に該当しない処分の場合に行います。

　管轄厚生局が分かれて担当しているため、管轄
外のものを受付した場合に行います。

移送

　原処分の全部又は一部が違法又は不当と判断さ
れたものについては、原処分の取消し、一部取消
しの決定を行います。

容認

　原処分が適法かつ妥当と判断されたものについ
ては、原処分を支持する旨の決定を行います。

棄却

　審査請求の内容が不適法なもの、再三説明して
も取下げに応じない場合の決定を行います。

却下
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東海北陸厚生局の公式SNSについて
　東海北陸厚生局では SNS を開設しており、特に指導部門の Instagram や YouTube は、
保険医療機関・保険薬局や保険医・保険薬剤師に対して広報を行うことにより、医療保険制度
等の周知や適正な報告・届出等の実施を目的としています。

　調査課は、指導部門の業務を効率的・効果的に行うための調査、情報の管理及び分析並びにその結
果の提供に関することや指導部門の保有する情報の公開の調整を行っています。
　また、指導部門の所掌事務に係る訴訟対応などの業務を行っています。

•  保険医療機関・保険薬局、保険医・保険薬剤師、指定訪問看護事業者その他の医療保険事業の療
養担当者に係る調査、情報の管理及び分析並びにその結果の提供

•  指導部門の保有する情報の公開の調整
•  指導部門の所掌事務に係る訴訟への対応
•  東海北陸厚生局公式 SNS を活用した指導部門の業務等に関する周知広報の実施

　保険医療機関等が提供する診療のうち、医療保険制度の対象となる診療を保険診療といいま
す。保険診療に対しては、被保険者等（患者）が一部負担金を支払うほか、保険医療機関等の
請求に基づき、保険者（全国健康保険協会等）から診療報酬が支払われます。
　保険者が支払う診療報酬は、社会保険診療報酬支払基金・国民健康保険団体連合会（審査
支払機関）で審査を受け、適正な請求と認められたものに対し、当該審査支払機関を経由して
保険医療機関等に支払われます。
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健康福祉部では、社会福祉施設の整備等に対する補助金の交付、医療安全に関する取り組みの普及・
啓発、食品衛生法に基づく食品製造施設に対する監督、地域包括ケアシステムの構築に関する自治体へ
の支援、健康保険組合や企業年金等の認可、指導監督業務を行っています。

医療安全ワークショップの様子

•  地方公共団体等に対する補助金の交付
•  許認可
•  監査　等

•  生活保護法指定医療機関に対する個別指導
•  生活保護法の施行事務に係る監査
•  保護施設の監査
•  児童扶養手当の支給事務に係る指導・監査
•  障害者自立支援業務に対する指導
•  三種病原体等所持施設への立入検査
•  各種養成施設の指導調査

監査
•  国が開設している生活保護法指定医療機関の指定
•  民生委員・児童委員の委嘱・解嘱・表彰
•  三種病原体等の所持等の届出の受理
•  社会福祉士等の各種養成施設の新設・変更の認可
•  中小企業等が策定する経営力向上計画の認定

許認可

　民生委員とは、厚生労働大臣から委嘱され、それぞれの地域において、常に住民の立場に立って相談に応じ、
必要な援助を行い、社会福祉の増進に努める方々で、「児童委員」を兼ねています。
　児童委員とは、地域の子どもたちが元気に安心して暮らせるように、子どもたちを見守り、子育ての不安や
妊娠中の心配ごとなどの相談・支援等を行います。

民生委員・児童委員とは

　病原体等とは、感染症の病原体のほかに毒素（感染症の病原体によって産生される物質であって、人の体内
に入った場合に、人を発病させ、または死亡させるもの。）のことをいいます。病原性や国民の生命及び健康に
対する影響に応じて、一種病原体等から四種病原体等まで特定病原体等として分類されています。

病原体等とは

医療機関の安全管理者等の資質向上を目的として、医療安全対策に
関する知識等の習得・討議などを行う「医療安全ワークショップ」を
開催しています。

心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った人に対して適切な医療を提供し、社会復帰を促進
することを目指そうとする法律です。医事課では、対象者に適切な医療が提供されるように関係機
関と連携して調整を行なったり、指定医療機関の指導等を行なったりしています。

医療観察法について

医療機関において再生医療等の技術を用いて行われる医療については、「再生医療等提供計画」
として、法律に基づき届出等が必要です。また、医薬品医療機器等法における未承認・適応外の医薬
品等の臨床研究や特殊な関係性にある者からの資金提供を受けて実施する特定臨床研究は、法律
に基づき届出等が必要です。医事課では、再生医療等の安全性の確保や臨床研究の適切な実施に
関する監督や手続きの相談等を行っています。

看護師の特定行為研修について

地域医療構想について
　今後の人口減少・高齢化に伴う医療ニーズの質・量の変化や、労働力人口の減少を見据え、質の高
い医療を効率的に提供できる体制を構築するため、医療機関の機能分化・連携を進めていく必要が
あります。
　こうした観点から、都道府県内の二次医療圏を基本とする構想区域ごとに2025年の医療需要を
推計し、目指すべき医療提供体制を実現するための施策について協議が進められています。
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・テーマごとに各自治体担当者との意見交換会を開催し、取組事例の紹介等を実施
・介護保険事業（支援）計画の進捗状況ヒアリング　等

・先駆的・試験的に取り組むべき政策課題を抽出・提案し、研究機関等と連携して
　調査研究事業を実施

・東海農政局と連携し、農福連携事業をHP等を通じて紹介
・中部地方整備局と連携し、居住支援に関するセミナー等を開催
・中部経済産業局と連携し、自治体の課題解決に向けた企業との連携を促進　等

・各種研修会等での行政説明　等

【主な活動内容】

各自治体に対する助言・支援
・地域づくり加速化事業の実施
・各自治体へのヒアリングの実施及び助言・支援　等 

地域づくり加速化事業で各自治体と
課題への対応策を検討している様子

管内６県担当者オンライン意見交換会の様子

食品衛生課は、畜産食品や水産食品を輸出する施設について、輸出国ごとの要求事項に沿って施設の
認定、立入検査・指導などの業務を行っています。また、食品の検査を行う検査機関が適正な検査を行っ
ていることの確認業務を行っています。

このほか、大規模食中毒が発生した際の国・地方自治体との連絡調整、健康食品等の虚偽誇大広告等
の監視指導、一般消費者を対象とした食の安全に関する意見交換会や工場見学会（リスクコミュニケー
ション）の開催など、食の安全と安心を確保するための取り組みを行っています。
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•  薬物乱用者の家族や知人等からの相談や一般市民からの通報に
対応しています。

•  小学校から大学等の学校での薬物乱用防止教室や関係機関での
講演など、薬物乱用防止啓発活動を実施しています。

採用情報を含む、麻薬取締官の職務等については厚生労働省地方
厚生局麻薬取締官ウェブサイト https://www.ncd.mhlw.go.jp/
をご覧ください。
　また、当取締部においては随時、業務説明会を開催しています
ので、希望される方は、以下の連絡先までご連絡ください。

【連絡先】　電話 ０５２－９５１－６９１１（調査総務課）　メール tokai-saiyou@mhlw.go.jp（採用担当）

麻薬取締官の採用について

　健康保険組合は、単独の企業または同種同
業の企業などが集まり、国に代わり、企業の
従業員に係る保険給付や健康増進等の保健
事業の運営を行うことを目的として、厚生労
働大臣の認可を受けて設立された公法人です。

　国が運営してきた健康保険事業（政府管掌健康保
険）を引き継ぎ、平成20年10月に健康保険法に基づき
設立された公法人で、健康保険組合に加入している方
以外の健康保険事業を管掌しています。
　東京都に本部、各都道府県に支部が置かれています。

健康保険組合とは 全国健康保険協会とは

　加入した期間等に基づき、あらかじめ給付
内容を定めた確定給付型の企業年金制度です。

　拠出した掛金を加入者自らが運用指図を行い、その
運用収益との合計額をもとに、個人別に給付額が決定
する企業年金制度です。

確定給付企業年金（規約型・基金型）とは 確定拠出年金（企業型）とは

月曜日～金曜日（休日を除く） 9：00～17：15

月曜日～金曜日（休日を除く） 9：00～17：15

月曜日～金曜日（休日を除く） 9：00～17：15

　健康保険組合に係る規約変更申請書等の認可、規約変更届出書等の受理、公法人証明・印鑑証明
等の業務及び実地監査並びに全国健康保険協会（管内6県支部）に係る申請書の認可、報告の徴収
及び立入検査を行っています。

健康保険法に基づく医療保険の業務について 

　確定給付企業年金法及び確定拠出年金法に基づき、確定給付企業年金（規約型・基金型）及び確定拠
出年金（企業型）に係る規約変更申請書等の認可（承認）、規約変更届出書等の受理、公法人証明・印鑑
証明等の業務及び実地監査等を行っています。

企業年金の業務について
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名古屋城名古屋城
市役所市役所

地下鉄◆東山線名古屋駅より
「栄」乗り換え、
または桜通線名古屋駅より

「久屋大通」乗り換え、
名城線「名古屋城」下車、
５番出口より徒歩３分

市バス◆名古屋駅バスターミナル
10 番のりば (基幹２)
猪高車庫行、
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10 番のりば (基幹２)
猪高車庫行、

「清水口」下車、徒歩４分

地下鉄◆東山線名古屋駅より
「栄」乗り換え、
または桜通線名古屋駅より「久屋大通」
乗り換え、名城線「名古屋城」下車、
5 番出口より徒歩 3 分

市バス◆名古屋駅バスターミナル 10 番のりば
 (基幹２) 猪高車庫行、
または８番のりば (名駅14) 市役所・
大曽根行「市役所」下車、徒歩 3 分



名古屋城名古屋城
市役所市役所

地下鉄◆東山線名古屋駅より
「栄」乗り換え、
または桜通線名古屋駅より

「久屋大通」乗り換え、
名城線「名古屋城」下車、
５番出口より徒歩３分

市バス◆名古屋駅バスターミナル
10 番のりば (基幹２)
猪高車庫行、
または８番のりば（名駅14）
市役所・大曽根行「市役所」
下車、徒歩３分

地下鉄◆東山線名古屋駅より
「栄」乗り換え、
または桜通線名古屋駅より

「久屋大通」乗り換え、
名城線「名古屋城」下車、
２番出口より徒歩１０分

名　鉄◆名鉄瀬戸線「東大手」下車、
徒歩５分

市バス◆名古屋駅バスターミナル
10 番のりば (基幹２)
猪高車庫行、

「清水口」下車、徒歩４分

地下鉄◆東山線名古屋駅より
「栄」乗り換え、
または桜通線名古屋駅より「久屋大通」
乗り換え、名城線「名古屋城」下車、
5 番出口より徒歩 3 分

市バス◆名古屋駅バスターミナル 10 番のりば
 (基幹２) 猪高車庫行、
または８番のりば (名駅14) 市役所・
大曽根行「市役所」下車、徒歩 3 分







名古屋城

黒部ダム

黄金の信長像

兼六園

2023.6

富士山夫婦岩


